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１ 概観 自然環境 

 

県土の約８割が森林に覆われる、緑豊かな県土 

 

【森林面積割合の高い都道府県】               単位：k ㎡ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出所：「社会生活統計指標２０1５(2013 年数値、ただし「森林面積」は 2009 年数値)」総務省 
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県 名 総面積 森林面積 割合 

高 知 県 7,105 5,922 83.3% ① 

岐 阜 県 10,621 8,397 79.1% ② 

山 梨 県 4,465 3,474 77.8% ③ 

島 根 県 6,708 5,197 77.5% ④ 

奈 良 県 3,691 2,839 76.9% ⑤ 

全 国 377,961 244,616 64.7％ 平均 

 島根県の面積は、６，７０8ｋ㎡で全国１９位（国土の約１．８％） 

 ラムサール条約湿地である宍道湖・中海や隠岐世界ジオパーク、美しい海

岸線など、豊かな自然環境に恵まれる 

（ ）内：県土総面積 

森林面積の割合（同様の面積の３県比較） 
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２ 人口 総人口 

 

高度成長期における大都市への流出により、県人口は大きく減少 
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資料出所：「国勢調査報告」総務省、2014 年は、10 月 1 日現在推計値 

 

 

 

 

 

 県人口は、ピーク時の昭和 30 年（1955 年）から 25％減少 

 特に石見・隠岐圏域で人口減少が大きい 

県人口の推移 
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２ 人口 年齢３区分別人口 

 

少子高齢化の進行 
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資料出所：「国勢調査報告」総務省 

 

 

 

 

 特に高度成長期の 14 歳以下の人口減少が顕著 

 高度成長期に若い世代の流出が進んだことなどにより、20～30 代の子ど

もを産み育てる世代が減少 
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２ 人口 人口動態 

 

社会減に加え、1992 年からは自然減も進行 
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資料出所：「住民基本台帳人口移動報告」総務省、「人口動態統計調査」厚生労働省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 高度成長期の大規模な人口流出は昭和 50 年代には一端収束したものの、

都市部の景気動向に応じて「社会減」が進行 

 1992 年（平成４年）からは出生数が死亡数を下回る「自然減」が進行 

社会動態・自然動態の状況 
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２ 人口 人口シミュレーション 

 

2040 年までに合計特殊出生率 2.07 と社会移動の均衡を目指す 

 

 

 

 前提条件 試算結果 

自然動態 社会移動 2040年 2060年 

試算○Ｂ  
国の長期ビジョンと同様に
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資料出所：「島根県人口ビジョン」島根県（平成 27 年 10 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状の出生率・社会減が継続した場合は、2060 年の人口は 38 万人に 

 2040 年までに出生率が 2.07、社会移動が均衡した場合は、2060 年

の人口は 47 万人に 

島根県の人口シミュレーション 

現状の出生率・社会減

が継続した場合 
Ａ

上記の出生率・社会移動の

向上を着実に達成した場合 
Ｂ
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２ 人口 中山間地域 

 

中山間地域では若年層を中心とした人口流出・高齢化が進行 
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資料出所：島根県地域振興部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

 

 

 

 

 

 

 人口減少、高齢化により、小規模・高齢化集落が散在し、買い物、公共

交通などの日常生活に不可欠なサービス提供・確保が困難に 

 社会生活におけるサービスの低下は、さらなる人口流出を引き起こす 

 

日常生活に必要な機能・サービスの集約化等と併せて交通弱者の移動手

段を確保する地域運営の仕組みづくりを進め、基本的な生活機能を確保す

ることが必要 

中山間地域の人口・高齢者比率の推移（H27.9 試算） 
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３ 所得・雇用 経済成長率 

 

東日本大震災などによる低迷を経て、近年は緩やかに持ち直し 
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※実質県（国）内総生産の対前年度増加率 

※平成 24 年度以前は県民経済計算の確報値、25 年度及び 26 年度は四半期速報の合計値を 

もとに経済成長率を算出。 

 

資料出所：「県民経済計算」島根県政策企画局統計調査課、「国民経済計算」内閣府 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 県経済は、回復基調にあったが、リーマンショックや東日本大震災など

の影響により、一旦低迷 

 近年は、緩やかに持ち直している 

実質経済成長率の推移 
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３ 所得・雇用 県内総生産額 

 

総生産額は、約２．３兆円で全国４５位（Ｈ２４年度） 
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資料出所：「県民経済計算」島根県政策企画局統計調査課 

 

 

 

 

 

 

 

 県内総生産は、平成２０年度のリーマンショックによる減少以降、ほぼ

同水準で推移 

 電気・ガス・水道業は、島根原子力発電所の発電量がゼロとなり大幅に

減少 

 サービス業は、医療・介護サービスの増加などから増加傾向 

 

 
 

 

経済活動別県内総生産（名目） 
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３ 所得・雇用 産業構造 

 

県内の産業構造は、サービス業、政府サービスのウェートが高い 
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資料出所：「県民経済計算」島根県政策企画局統計調査課、「国民経済計算」内閣府 

 

 

 

 

 

 

 

 

 総生産額、就業者数のいずれにおいても、全国と比較して、農林水産業、

建設業、政府サービスのウェートが高い 

 

公的部門への依存度が高い構造となっているため、民間需要が中心となる

産業構造へ転換していくことが必要 

総生産額の構成比 

就業者数の構成比（平成 24 年度） 
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３ 所得・雇用 一人あたりの県民所得 

 

一人あたり県民所得は全国平均の 8５.６％ 
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資料出所：「県民経済計算」島根県政策企画局統計調査課、「国民経済計算」内閣府 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一人あたり県民所得は、平成 21 年度以降上昇傾向 

 全国との格差は、平成 21 年度以降縮小傾向 

一人あたり県（国）民所得の推移 
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３ 所得・雇用 雇用①（有効求人倍率） 

 

有効求人倍率は、H22 以降上昇 
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資料出所：「一般職業紹介状況」厚生労働省、「島根の雇用情勢」島根労働局 

 

 

 

 

 

 

 有効求人倍率は、H22 以降再び上昇 

 地域によらず、全県的に有効求人倍率は上昇 

全国 

島根県 

有効求人倍率の推移（年月平均） 

有効求人倍率の推移（ハローワーク管内別） 
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３ 所得・雇用 雇用②（県内就職率） 

 

県内就職率は H22 以降増加傾向だが、総数は横ばい 

 

74.6%

84.4%

52.7%

55.6%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

H16年度 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

高校生の県内就職率

 
資料出所：「学校基本調査結果報告書」島根県政策企画局統計調査課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 高校生の県内就職率は、H22 以降上昇傾向。 

 総数は横ばい（H2４：1,039 名、H2５：1,052 名、H2６：1,012 名） 

 県内でも地域によって差があり、石見地域、隠岐地域が低い 

 

県内に定着、回帰・流入するひとの流れを一層確かなものとするため、多

くの若い人が県内で就職できるための取組みが必要。 

出雲地域 

県計 

隠岐地域 

石見地域 

高校生の県内就職率 
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４ 産業 農林水産業①（産出額） 

 

農林水産業産出額は減少傾向 
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235 224
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億円
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51

 

390億円 47.2％

287億円 41.9％

258億円 39.8％

188億円 34.1％

234億円 38.5％

14億円 1.7％

15億円 2.2％

15億円 2.3％

13億円 2.4％

11億円 1.8％

201億円 24.3％

173億円 25.2％

162億円 25.0％
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19億円 2.3％

13億円 1.9％
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5億円 0.9％
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201億円 31.0％
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13億円 1.5％

9億円 1.3％

6億円 0.9％

2億円 0.4％

15億円 2.5％

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

H7

H12

H17

H22

H25

(億円)

農業産出額

米

麦、雑穀、豆、いも類

野菜、果樹、花卉

工芸農作物

畜産

その他

552億円

648億円

608億円

827億円

685億円

 

 

 

 

 

 

 

 

 農業産出額は、H７と比べ約４分の３に縮小、近年横ばい傾向 

 米の産出額は、全国的な米の需給動向により大きく変動 

 

消費者に好まれる、安全で安心な食品を安定的に供給できる収益性の高い

農林水産品づくりに向けた取組みが必要 

農林水産業産出額 

資料出所：島根県農林水産部 

資料出所：「生産農業所得統計」農林水産省 
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４ 産業 農林水産業②（担い手） 

 

減少する農業就業人口、高齢化する農業の担い手 
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※集落営農組織：集落など地縁的まとまりのある一定の地域内の農家が農業生産を共同して行う営農活動組織 

 

 

 

 

 

 

 

 農業就業者のうち約４分の３以上が６５歳以上の高齢者 

 地域農業の担い手として、集落営農組織のうち法人数が順調に増加 

 近年、新規就農者が増加傾向 

 

農林水産業の持続的発展のためには、今後とも担い手の育成・確保が必要 

集落営農組織数の推移 

資料出所：農林水産省及び島根県農林水産部農業経営課 

農業就業人口の推移 

資料出所：「農林業センサス」農林水産省（Ｈ２７は概数値） 

新規就農者の推移 

集落営農組織数 うち法人数 



 15

４ 産業 製造業①（製造品出荷額） 

 

製造品出荷額は、消費増税前の駆け込み需要により１兆円台を回復 

 

12,186 12,015 

8,732 

10,043 

0
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8,000

10,000

12,000
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億円

 

  

鉄鋼

15.8%

電子部品

13.5%

情報通信機

械

13.4%

輸送用機械

7.1%
食料品

7.0%

生産用機械

5.8%

はん用機械

5.1%

窯業・土石

3.7%

木材・木製

品

3.5%

その他

25.1%

  

鉄鋼

20.8%

電子部品

14.2%

食料品

7.9%

はん用機

械

6.8%

輸送用機

械
6.4%

生産用機

械

6.2%

窯業・土石

4.5%

金属製品

3.5%

業務用機

械

3.5%

その他

26.0%

  

※付加価値額：出荷額から原材料使用額と減価償却額を引いたもの。 

資料出所：「工業統計」経済産業省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 製造品出荷額は、リーマンショック等によりＨ２１年に大幅に減少した

が、Ｈ２５年は消費増税前の駆け込み需要により１兆円台を回復 

 製造品出荷額が最も大きいのは鉄鋼、次いで電子部品、情報通信機械 

 付加価値額が最も大きいのは鉄鋼、次いで電子部品、食料品 

 

国際的な視点に立った経営戦略の構築や技術力等の向上に努め、一層競争

力を高めることが必要 

製造品出荷額の推移 

製造品出荷額の構成比（Ｈ25） 付加価値額の構成比（Ｈ25） 
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４ 産業 製造業②（雇用者数） 

 

製造業の従業者数は、人口減少に伴い減少傾向 
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 従業者数は、減少傾向が続いて４万人を割り込む 

 一人あたり付加価値額は、リーマンショックなどで大幅に減少したが、 

Ｈ25 は元の水準まで回復 

 従業者数が最も多いのは食料品、次いで電子部品、鉄鋼 

 企業立地に積極的に取り組み、H23～26 年度で 79 件の立地計画を認定 

 

若年者の県内就職の促進、中高年齢者等を含めた幅広い就職支援により、

地域産業に必要な人材を確保することが必要 

製造業事業所従業者数、一人あたり付加価値額の推移 

島根県従業者数の構成比（Ｈ25） 立地認定企業 

資料出所：「工業統計」経済産業省 

資料出所：「工業統計」経済産業省 資料出所：島根県商工労働部企業立地課 
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４ 産業 観光 

 

観光客入込延べ客数は、出雲大社「平成の大遷宮」効果により増加 

 

1,718 1,691 1,759 1,845 1,803 1,806 1,863 1,920 1,957
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資料出所：「島根県観光動態調査結果」島根県商工労働部観光振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ｈ26 は、出雲大社「平成の大遷宮」効果の平静化による減はあったが、

県全体で 3,320 万人。うち県外客は、2,600 万人 

 年間観光消費額は、約 1,367 億円（うち、県外からの宿泊客によるもの

は約 643 億円）と推計 

 外国人観光客数は約 29,600 人 

 

国内外から多くの人に訪れてもらうため、地域資源を活用した魅力ある観

光地づくりや、他県との広域的な連携、情報発信が必要 

観光客入込延べ客数 
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５ 生活 自然動態、合計特殊出生率 

 

県の合計特殊出生率は、1.66（2014 年）で、全国第３位 
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 Ｈ４年から出生数が死亡数を下回る自然減が進行 

 合計特殊出生率は、減少に歯止めがかかり増加傾向 

 

仕事と家庭生活の両立支援の取組みや、子育てに伴う経済的負担の軽減、

周産期医療・保育の充実などによる子育てしやすい環境づくりを進めるとと

もに、家庭の大切さについての理解を深めることが必要 

合計特殊出生率 

自然動態 

出生者数 

死亡者数 
自然増減 

1992 年 

資料出所：「人口動態統計調査」（厚生労働省） 

9,585 

5,609 

▲3,976 
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５ 生活 医療費、総死亡数とその内訳、介護給付費と自立高齢者の割合、後期高齢者の割合 

 

増加を続ける医療費、介護費用費 
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 医療費は、年々増加、２,400 億円（H23）を超える水準 

 死亡原因の第１位は、「がん」で、全体の 27％（Ｈ26） 

 介護費用額は、700 億円を超え、さらに増加 

 後期高齢者の増加などにより要介護（要支援）認定者数は増加傾向 

 

生活習慣病予防や介護予防の取組みのほか、高齢者の地域における生活の

支援体制の構築を進めることが必要 

資料出所：「介護保険事業状況報告書年報」厚生労働省 資料出所：「国勢調査」総務省 

資料出所：「人口動態統計」厚生労働省 資料出所：「国民医療費」厚生労働 

医療費の推移 島根県総死亡数とその内訳 

介護費用と要介護認定を受けていない高齢者の割合 前期高齢者と後期高齢者の構成割合 
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５ 生活 医師の分布 

 

県西部、離島、中山間地域の医師が不足 

隠岐の島町

海士町

西ノ島町

知夫村

邑南町

美郷町 飯南町

奥出雲町

大田市

川本町
江津市

浜田市

益田市

津和野町

吉賀町

松江圏

雲南圏浜田圏

益田圏

隠岐圏

医師不足等による医療機関への影響
２次医療圏別

人口１０万人当たり医師数
平成２４年１２月３１日現在

２７５
全国１２位

２３８

大田圏

島根県 全国

１３２

２３４

２２４

１５７

１７６

出雲圏

雲南市
安来市

出雲市

松江市４５４

２４７

《松江赤十字病院》
●救急部専任医師不在

《雲南市立病院》

●精神科病棟廃止

《大田市立病院》

●整形外科医師不在
●看護職員不足で病棟一部
休止

《済生会江津総合病院》

●看護職員不足で病棟一部休止

●小児科、麻酔科医師不在

●消化器内科医師激減

《浜田医療センター》

●神経内科、耳鼻咽喉科、腎

臓内科医師不在

《益田赤十字病院》

●麻酔科、脳神経外科医師

不在

資料出所「医師・歯科医師・薬剤師調査」厚生労働省

《津和野共存病院》

●看護職員不足により療養病床

休止

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人口当たり医師数は、県全体では全国１２位 

 離島、中山間地域での医師不足が深刻。県西部の中核病院においても、特

定の診療科において常勤医が不在になるなど、医師不足が深刻化 

 特定診療科（産婦人科、小児科、麻酔科等）の医師不足が深刻 

 

地域医療の充実を図るため、医師や看護職員の不足や偏在を解消するとと

もに、医療機能の分担・連携を図ることが必要 
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５ 生活 刑法犯認知・検挙件数、交通事故発生件数 

 

刑法犯認知件数、交通事故は減少傾向 

 

4,772 

2,828 

59.3 

0

10

20

30

40

50

60

70

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

％件 認知件数 検挙件数 検挙率

 
 

1583

26

18

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

人件 発生件数 死者数 うち高齢者死者数

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 刑法犯認知件数はＨ１５をピークに減少傾向、検挙率は上昇傾向 

 交通事故発生件数及び死者数は減少傾向にあるものの、死者数に占める

高齢者の割合が高い 

 

悪質巧妙化する特殊詐欺等の発生や、サイバー犯罪・サイバー攻撃、国

際テロ、組織犯罪などの新たな脅威に対処するとともに、高齢者の交通事

故防止を最重点に取り組むことが必要 

資料出所：島根県警察本部 

資料出所：島根県警察本部 

刑法犯認知・検挙件数 

交通事故発生件数 
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５ 生活           １日１人当たりのゴミ排出量、一般廃棄物リサイクル率、二酸化炭素排出量 

 

一般廃棄物リサイクル率は、全国平均よりも高く推移 
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 １人１日当たりのゴミ排出量は、概ね横ばいで推移 

 リサイクル率は、全国平均より高く推移 

 温室効果ガス排出量は、増減はあるものの、概ね横ばいで推移 

 

県民、事業者、ＮＰＯ等の団体、行政が一体となって、地域における環境

保全や地球温暖化対策、廃棄物の発生抑制などに取り組むことが必要 

資料出所：「一般廃棄物処理事業実態調査」環境省 

資料出所：「一般廃棄物処理事業実態調査」環境省 

資料出所：島根県環境政策課 

温室効果ガス排出量 

１人１日当たりゴミ排出量 

一般廃棄物リサイクル率  
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５ 生活 社会基盤（高速道路、国県道 等） 

 

島根の高速道路の供用率は、70％ 
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 東西の車の移動時間は松江～益田間で、２時間５０分 

 国県道改良率や汚水処理人口普及率も、全国との差はかなり縮まってき

たものの、まだ遅れている 

 

山陰道の早期整備を図るとともに、日常生活を支える道路や、汚水処理施

設、良質な居住環境などの整備を進めることが必要 

中国５県の高速道路整備状況 

 
 

汚水処理人口普及率（％） 国県道の改良率（％） 高速道路の供用率（％） 
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６ 教育・社会 児童生徒数の推移 

 

児童生徒数が減少する一方、高等学校の県外からの入学者数は増加 

43,942 43,064 42,134 41,500 40,672 40,104 39,645 39,009 38,409 37,887 37,064 36,582 35,958 35,434

24,848 23,865 23,191 22,439 22,018 21,562 21,238 20,744 20,238 19,918 19,560 19,440 19,381 19,138

25,554 24,945 24,216 23,276 22,343 21,724 20,922 20,523 20,208 20,045 19,580 19,093 18,889 18,714

94,344
91,874 89,541 87,215 85,033 83,390 81,805 80,276 78,855 77,850 76,204 75,115 74,228 73,286

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

人

小学校・中学校・高等学校の児童生徒数の推移

小学校 中学校 高校

 
資料出所：「学校基本調査」文部科学省 
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資料出所：島根県教育委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 児童生徒数は、Ｈ１4 からＨ27 の 13 年間で約２万 1 千人減少 

 高等学校の県外からの入学者数は、Ｈ１4 からＨ27 の 13 年間で   

約 190 人増加 

 

離島・中山間地域を中心に人口減少が進む中、学校・家庭・地域が連携協

力して地域を担う人材の育成が必要 

県外中学校からの高校入学者数の推移 
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６ 教育・社会 ＮＰＯ法人数 

 

NPO 法人数は、Ｈ26 以降は横ばい傾向 
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全国 島根県

団体 団体

                      
 

【ＮＰＯ法人活動分野】 

法人数 法人数 法人数
182 災害救援 36 26
142 地域安全 45 92
179 人権、平和 42 106
23 国際協力 47 27
18 男女共同参画社会 33 160
119 139
113 47

消費者保護
農山漁村、中山間地域 連絡、助言、援助

環境保全 情報社会

活動分野 活動分野 活動分野
保健、医療、福祉 科学技術
社会教育 経済活動
まちづくり 職業能力、雇用機会

文化、芸術、スポーツ 子どもの健全育成

観光

 

(注)一つの法人が複数の活動分野の活動を行う場合があるため、合計は法人総数と一致しない。 

資料出所：島根県環境生活部ＮＰＯ活動推進室 

 

 

 

 

 

 

 

 ＮＰＯ法人数は年々増加していたが、H26 以降は新規設立法人数の減少

と解散法人数の増加に伴い、横ばい傾向 

 活動内容は、介護や障がい者支援、子育て、地域づくりなど多様 

 

ＮＰＯをはじめとする多くの県民による社会貢献活動が、福祉・環境・ま

ちづくりなど幅広い分野で活発に展開されるための環境づくりが必要 

ＮＰＯ法人数 
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７ 財政 島根県の予算規模 

 

一般会計当初予算額はＨ21 以降、5,300 億円程度の予算規模で推移 
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※当初予算額。ただし、H3,H7,H11,H15,H19 は６月補正後予算額。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一般会計当初予算額は、H13 年度の 6,652 億円をピークとして、その

後は地方交付税の大幅な減少等に伴い予算規模は縮小 

 H21 年度以降は、リーマンショックを契機とした国の経済対策に対応し

たこと等により、5,300 億円程度の予算規模で推移 

島根県の当初予算規模の推移 



 27

７ 財政 歳入・歳出予算、歳入・歳出一般財源の状況 

 

歳入の多くを国庫支出金や地方交付税に依存 

 

 

 

 

県税
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地方譲与税等
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諸収入
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1,944億円

63.3％

3,356億円

地方交付税

（臨時財政対策債277含む）

2,075億円 39.1％

地方消費税清算金

226億円 4.3%

   

嘱託等報酬

30億円 0.6%

公共事業
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経常経費等
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任意性の
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特別需要枠

389億円 7.3%
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9.1%

公債費

853億円

16.1%

職員給与費
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国庫支出金
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基金取崩
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2,075億円 63.7%

地方消費税清算金

226億円 6.9%

    

公債費

850億円

26.1%

任意性の高い経費

529億円(16.2%)

義務的な経費
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30.9%

 

 

 

 

 

 

 

 歳入のうち「自主財源」は 37％、特に県税は 653 億円でわずか 12％ 

 歳出は、義務的な経費が 56％を占め、任意性の高い経費は 44％程度 

 使途が特定されない「一般財源」の 64％は地方交付税 

 一般財源の 84％は職員給与費、公債費、扶助費などの義務的経費 

歳入・歳出総額：５，３００億円 

一般財源総額：３，２５９億円 

歳入 歳出 

歳入 
歳出 

【平成 27 年度当初予算】 
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７ 財政 県税収入と地方交付税 

 

伸び悩む県税収入と減少傾向にある地方交付税 
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※県税・・・Ｈ５年度～Ｈ２５年度は決算額、Ｈ２６年度は最終予算額、H２７年度は当初予算額。 

※地方交付税・・・H５年度～H２５年度は決算額、H２６年度は最終予算額、H２７年度は当初予算額。 

H１３年度より臨時財政対策債※が含まれる。 

※臨時財政対策債・・・地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てられる特例として発行される地方債。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 県税は、H10 年度の 775 億円をピークに、H27 年度当初予算では 

653 億円と 16％、122 億円の減 

 地方交付税は、Ｈ15 年度の 2,352 億円と比べて、Ｈ27 年度当初予算

では 2,07５億円と 12％、277 億円の減 

県税収入、地方交付税収入の推移 



 29

７ 財政 普通建設事業費 

 

普通建設事業費は、Ｈ10 をピークに減少傾向 
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※歳出予算：Ｈ５年度～Ｈ２６年度は最終予算額、Ｈ２７年度は当初予算額。 

※普通建設事業費：Ｈ５年度～Ｈ２６年度は２月補正後予算、Ｈ２７年度は当初予算。 

※普通建設事業費・・・道路などの公共事業費と大学などの県立施設整備費を合計したもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成１０年代初頭までは遅れていた社会資本の整備等に積極的に取り組

んだことにより、普通建設事業費は高い水準 

 その後、財政状況の悪化等に伴い減少傾向 

歳出予算と普通建設事業費の推移 
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７ 財政 県債残高 

 

通常県債の残高は減少する一方で、臨時財政対策債の残高は増加 
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2,920 3,086 3.207 3,529 3,957 4,379 4,988 5,452 6,089 7,048 7,883 8,442 9,127 9,603 9,971 10,294 10,337 10,208 10,059 9,875 9,936 9,930 9,807 9,808 9,785 9,661 9,608

 

※H20～H25 年度は決算額、H26 年度は決算見込み額、H27 年度は９月補正後予算額。 

 

県債残高（一般会計）の推移 

 通常県債は、公共事業費の減少、財政健全化のための県債の繰上償還によ

り、Ｈ14 年度をピークに残高は減少 

 一方、臨時財政対策債の残高は年々増加しており、通常県債と合わせると、

Ｈ15 年度以降約１兆円で推移 

通
常
県
債 

臨
時
財
政
対
策
債 

残高 

総額 

（億円） 


